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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第100期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

４．第100期の第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、連結子会社

であるタカラバイオ株式会社に新株予約権の残高がありますが、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額が１株当たり四半期純利益金額を下回らないため記載しておりません。 

  当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第100期 

第１四半期 
連結累計期間 

第101期 
第１四半期 
連結累計期間 

第100期 

会計期間 
自平成22年４月１日 
至平成22年６月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年６月30日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

売上高 （百万円）  44,554  48,866  189,769

経常利益 （百万円）  1,167  1,887  8,427

四半期（当期）純利益 （百万円）  357  499  3,788

四半期包括利益又は包括利益 （百万円）  △1,491  1,049  471

純資産額 （百万円）  104,897  106,208  106,895

総資産額 （百万円）  200,752  192,664  192,448

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額 
（円）  1.71  2.40  18.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円）  －  2.40  18.21

自己資本比率 （％）  46.0  48.5  49.0

２【事業の内容】
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当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証

券報告書に記載した事業等のリスクに重要な変更はありません。 

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会社）が判

断したものであります。  

(1）業績の状況 

 当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災による直接的な被害に加え、原子力発電所の事

故による放射能汚染の問題、さらにはそこから波及した全国的な電力供給体制への不安により、先行き不透明な状

況が続いております。 

 当社グループにとりましても、震災による直接的な損失に加え、資材調達、生産体制の確保、物流など各方面で

の影響がありました。このような状況のなか、当社グループは、消費者の皆様への安全で良質な製品の安定供給を

第一と考え、生産・供給体制の整備に注力いたしました。この結果、当第１四半期の連結売上高は、前年同期比

109.7%の48,866百万円となり、営業利益も同149.7%の1,664百万円と増収増益となりました。 

 営業外損益でも前年同期に計上した社債発行費がなくなったことにより営業外費用が減少し、経常利益も前年同

期比161.7%の1,887百万円と増益となりました。特別損益では被災製品の廃棄・評価損などで「災害による損失」

701百万円を追加計上いたしましたので、税金等調整前四半期純利益は前年同期比97.0%の1,085百万円となりまし

た。一方、税金費用は、前年同期の資産除去債務に関連する損失に税効果が計上出来なかった裏返しで減少したた

め、四半期純利益は前年同期比139.8%の499百万円となりました。 

 セグメントの業績の概要は次のとおりであります。 

（宝酒造グループ） 

 当セグメントの中核企業である宝酒造株式会社では、震災により物流拠点は大きな被害を受けたものの、製造設

備への被害は比較的軽微でありましたので、資材調達や、電力不安への対応を急ぎ、生産・供給体制は早期に復旧

いたしました。また物流拠点の被害に関しても、代替の物流網を早期に整備し、製品の安定供給に全力で取り組み

ました。この結果、震災直後の混乱により前期末に出荷不能であった製品の出荷も含め、当セグメント全体の売上

高は、前年同期比111.0%の44,118百万円となりました。 

 品種別には「焼酎ハイボール」が引き続き好調に推移するとともに、本年３月にリニューアルした「直搾り」が

伸長いたしましたソフトアルコール飲料が大幅に増加いたしました。また焼酎、清酒、その他の酒類および原料用

アルコール等もそれぞれ好調に推移するとともに、前年第２四半期より損益を連結したFOODEX S.A.S.(仏国)の売

上高も当セグメントの増収の要因となりました。 

 利益面では、売上の増加につれ売上総利益も前年同期比110.7%の16,278百万円となりました。また販売費及び一

般管理費は、震災により被害を受けた物流拠点に対する代替措置によるコストアップがあったことなどにより前年

同期比107.7%の14,781百万円と増加いたしました。以上の結果、当セグメントの営業利益は前年同期比153.6%の

1,496百万円となりました。 

（タカラバイオグループ） 

 当セグメントの売上高は、遺伝子工学研究事業における理化学機器が好調に推移したこと等により、前年同期比

101.4%の3,823百万円となりました。売上原価は、品目別の原価率の違いにより前年同期比104.7%の1,683百万円と

なりましたので、売上総利益は前年同期比98.9%の2,140百万円となりました。販売費及び一般管理費は、運送費や

研究開発費等の増加、人件費等の減少により前年同期比99.6%の2,188百万円となりましたが、営業損失は48百万円

(前年同期比15百万円減益）となりました。 

（宝ヘルスケア） 

 当セグメントの売上高は、フコイダン関連製品は増加いたしましたが、お茶飲料が減少したため、前年同期比

88.7%の615百万円と減収となりました。利益面では、利益率の高いフコイダン関連製品が増加したため、売上総利

益は前年同期比104.4%の209百万円となりました。販売費及び一般管理費は、引き続き事業育成のための広告宣伝

費を先行的に投下しているため、営業損失43百万円を計上しておりますが、損失は前年同期より28百万円減少いた

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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しました。 

（その他） 

 報告セグメント以外のその他のセグメントの売上高は、前年同期比97.5%の1,833百万円と減収となりましたが、

販売費及び一般管理費の削減により、営業利益は前年同期比293.3%の13百万円となりました。  

  

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

当社株券等の大規模な買付行為に対する対応方針（買収防衛策）について 

  当社は、平成18年５月15日の当社取締役会決議により、「当社株券等の大規模な買付行為に対する対応方針（買

収防衛策）」を導入し、同年６月29日の取締役会で維持する旨の決議を行いました。 

しかし、株主の皆様の意思をより多く反映させることが株主の皆様の共同の利益の最大化に資するとの考えか

ら、平成19年５月15日開催の当社取締役会において、買収防衛策の導入を当社の株主総会にお諮りして株主の皆様

の決議に付すこと、及び、対抗措置発動の判断は、原則として当社の株主総会での決議をもって執り行うこと、と

いった内容を有する買収防衛策に変更することを決議し、同年６月28日開催の当社第96回定時株主総会において、

当買収防衛策の導入が承認可決されました。その有効期間は、平成22年に開催される当社定時株主総会の終結の時

までとし、平成22年に開催される当該定時株主総会において、改めて、株主の皆様に、当買収防衛策を維持するか

否かを判断していただくこととしておりました。 

そこで、平成22年５月11日開催の当社取締役会において、当買収防衛策の一部変更及び継続を決議し、同年６月

29日開催の当社第99回定時株主総会において、承認可決されました。 

以下はその概要であり、当買収防衛策の全文につきましては、当社ホームページ（http://www.takara.co.jp/）

平成22年５月11日付プレスリリース「当社株券等の大規模な買付行為に対する対応方針（買収防衛策）の一部変更

及び継続に関するお知らせ」をご覧ください。 

１．当社の株主共同の利益の確保・向上に関する取り組み 

(1) 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます。）

  当社は、上場会社として、当社株式の売買は原則として市場における株主及び投資家の皆様の自由な判断に委

ねるべきものであると考えており、当社株式を取得することにより当社の経営支配権を獲得しようとする者に対

して、株主の皆様が、当社株式の売却を行うか否かについても、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判

断によるものと考えております。 

  また、当社は、特定の株主グループが当社の経営支配権を取得することになったとしても、そのこと自体によ

り直ちに企業価値、ひいては、株主の皆様の共同の利益（以下、単に「株主共同の利益」といいます。）が害さ

れるということはなく、反対に、それが結果的に当社の株主共同の利益の最大化に資することもあり得るため、

そのような場合であれば、特定の株主グループが当社の経営支配権を取得することを拒むものではありません。

  一方で、当社及び当社グループ（以下、総称して「当社グループ」といいます。）は、「自然との調和を大切

に、発酵やバイオの技術を通じて人間の健康的な暮らしと生き生きとした社会づくりに貢献します」という企業

理念の下、日本伝統の酒造りの発酵技術と最先端のバイオ技術の革新を通じて、食生活や生活文化、ライフサイ

エンスにおける新たな可能性を探求し、新たな価値を創造し続けることによって、社会への貢献を果たしてまい

りました。 

  また、グループとしての企業価値の向上を一層追求するため、平成14年には、酒類・食品事業（現：酒類・調

味料事業）を主たる事業領域とする宝酒造グループと、バイオ事業を主たる事業領域とするタカラバイオグルー

プを傘下に置く持株会社体制に移行しました。その後、平成18年には、宝酒造グループの機能性食品事業とタカ

ラバイオグループの健康志向食品事業とのシナジーを最大化するため、グループ内の事業を再編し、健康食品事

業を推進する宝ヘルスケア株式会社を設立しました。このように、当社は持株会社として、それぞれの事業会社

グループの独自性と自立性を確保しながら、グループ全体の経営を調整、統括することにより、最大限の事業成

果を追求することで、当社グループの企業価値の向上に努めております。 

  以上のような状況において、当社は、当社グループの経営にあたっては、事業会社グループの主たる事業であ

る酒類・調味料事業とバイオ事業、健康食品事業という異なるビジネスモデルを持つ各事業に関する高度な専門

知識と豊富な経験が必要であり、また、当社グループをとりまく国内外のあらゆるステークホルダーとの間に築

かれた信頼関係が不可欠であると考えております。これらの諸要素こそが、当社グループの企業価値の源泉とな

っているため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、将来にわたる株主共同の利益の確保、向上を

追求する前提において、このような関係性を十分理解する必要があると考えております。 

  また、当社株式を大規模に買付け、当社の経営支配権を獲得しようとする者の中には、真に会社経営に参加す
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る意思がないにもかかわらず、ただ株価をつり上げて、高値で株式等を会社関係者に引き取らせる目的で買付け

を行う者（いわゆるグリーンメイラー）等の濫用目的を持って当社株式を取得しようとしていると考えられる者

や、最初の買付けで全株式の買付けの勧誘をすることなく、二段階目の買付条件を不利に設定し（あるいは明確

にしないで）、買付けを行うことにより、当社株主の皆様に事実上売却を強要しようとする者（いわゆる二段階

強圧的買収）等、株主共同の利益を害することが明らかな者が含まれている場合もありますが、そのような者

が、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者となることが適当でないことは、明白であると考えておりま

す。 

  当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方について以上のように考えており、当社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者として相応しくない者が現れた場合に対する一定の備えを設ける必要があ

ると考えております。 

(2) 基本方針に則って当社が取り組んでいる将来にわたる株主共同の利益の向上策 

  当社グループは、基本方針を実現するために、「酒類・調味料事業で安定的な収益をあげ、健康食品事業を将

来の成長事業に育成し、バイオ事業（特に遺伝子医療分野）で大きく飛躍する」という方向性に基づいて事業を

推進し、企業価値の持続的な向上に取り組んでおります。 

 なお、各事業の主な戦略は以下のとおりです。 

●酒類・調味料事業（宝酒造グループ） 

  持続的に安定した利益を創出し、当社グループの確固たるキャッシュフローを下支えする事業として、国内酒

類事業の収益力の維持・向上に努める。同時に、加工業務用調味料事業及び海外事業において、事業基盤を構築

しながら中長期的な飛躍を目指し、将来の成長事業へと育成する。 

●バイオ事業（タカラバイオグループ） 

 収益基盤のさらなる強化を図るため、遺伝子工学研究分野の事業拡大・安定化を進め、医食品バイオ分野を第

２の収益事業へと育成する。同時に、遺伝子医療分野における研究開発をさらに積極的に推進し、遺伝子医療の

商業化を加速させることで将来キャッシュフローの最大化を目指す。 

●健康食品事業（宝ヘルスケア株式会社） 

 タカラバイオ㈱の技術を活かした商品における通信販売顧客の獲得を最優先の戦略として活動し、将来、当社

グループの収益の柱となるような成長事業として確立できるよう、事業基盤の構築を進める。  

  また、当社グループは、企業としての社会的責任を果たし、当社グループを取り巻く様々なステークホルダー

から信頼されることによって、持続的な企業価値の向上が可能になると考えています。このような認識の下、当

社グループでは、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と捉え、以下の体制を敷いております。 

 具体的には、四半期報告書提出日現在（平成23年８月10日）、当社は、10名の取締役（うち１名は会社法第２

条第15号に定める社外取締役）で構成される取締役会のほか、監査役制度を採用しております。５名の監査役の

うち３名は会社法第２条第16号に定める社外監査役であり、当社の監査役は、取締役会等の重要会議への出席や

重要書類の調査を通じて、取締役の意思決定状況や職務執行の適法性を監査しています。また、経営環境への迅

速な対応、取締役の経営責任の明確化のために、取締役の任期は１年としております。なお、四半期報告書提出

日現在、社外取締役１名及び社外監査役２名の計３名を独立役員として指定しております。  

  以上のとおり、当社グループは、将来にわたり株主共同の利益を最大化するために、基本方針に則った取組み

に基づき、日々の事業活動を行っております。 

２．本プラン導入・継続の目的 

  当社は、前記１．(1)のとおり、株主共同の利益を確保し、又は向上させるために基本方針を設けているとこ

ろ、基本方針に照らして相応しくない者によって、財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、もっ

て、株主共同の利益を確保し、又は向上させることを目的として、当社取締役会の事前の賛同を得ずに行われる

当社株券等の大規模な買付行為に対する対応方針（以下「本プラン」といいます。）を策定することが望ましい

と考えております。 

  また、株主の皆様が、当社取締役会の事前の賛同を得ずに一定程度の経営支配権の異動が生じ得るような買付

行為が行われる場合において、当該買付行為に応じて当社株式を売却するか否かの判断を行う際には、必要十分

な情報の提供を受け、かつ、一定の検討期間が確保された熟慮の上で意思決定を行うことが可能となる体制を確

保することが、株主共同の利益を確保し、又は向上することに資するものと考えております。 

  さらには、特定の株主グループの買付行為に対して対抗措置（詳細は、後記３－２．をご参照願います。）の

発動を行う場合には、当社取締役会による恣意的な判断を可及的に排除するため、大規模買付者（後記３－１．

において定義します。）が大規模買付ルール（後記３－２．において定義します。）を遵守しなかった場合を除

き、対抗措置発動の是非を株主の皆様にご判断いただくこととし、当社株主総会を開催し、新株予約権無償割当

てに関する事項の決定に係る議案をお諮りすることとします。このように、対抗措置の発動にあたって株主の皆
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様の意思を反映することは、株主共同の利益の確保、又は向上に資するものと考えております。 

  このような考えに基づき、当社は、平成19年５月15日開催の当社取締役会において、本プランの内容を決議

し、同年６月28日開催の当社第96回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただき、本プランを導入し

ました。 

  本プランの導入以降、四半期報告書提出日現在までの間に、当社の経営支配権を獲得しようとしているか否か

に関わらず、本プランの適用可能性があるような、当社株式を大規模に買付け、又は買付けようとする者の存在

を特に認識してはおりませんが、将来において、そのような者が現れる可能性は依然として否定できません。 

  そこで、株主共同の利益を害する買付行為から株主共同の利益を保護し、当社株主の皆様が、経営支配権の異

動が生じ得る場面において、必要十分な情報及び一定の検討期間に基づいて、ある買付行為に応じて当社株式を

売却するか否かを判断すること及び買付行為に対して対抗措置を発動することの是非を判断することができるよ

う、本プランを継続します。  

３．本プランの概要 

３－１．本プランの適用の要件 

(1) 大規模買付者による大規模買付行為に適用される。 

ア 大規模買付行為 

⇒特定株主グループ(注１)の議決権割合(注２)を20%以上とすることを目的とする当社株券等(注３)の買

付行為又は結果として特定株主グループの議決権割合が20%以上となるような当社株券等の買付行為

（当社取締役会が事前に賛同の意思を表明した買付行為は除く。） 

イ 大規模買付者 

⇒大規模買付行為を行おうとする者 

(2) 大規模買付者は、大規模買付行為を行うにあたり、大規模買付ルールを遵守しなければならない。 

３－２．大規模買付ルールの内容  

(1) 大規模買付ルール<1> 

大規模買付者は、当社取締役会に対して、事前に大規模買付行為に関する必要十分な情報を提出すること 

  

ア 当社取締役会が大規模買付者に対して提出を求めるもの 

■意向表明書 

⇒名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、国内連絡先及び大規模買付者の行う大規模買付行為（以下

「買付提案」という。）の概要並びに大規模買付ルールを遵守する旨を記載した当社所定の書面 

■必要情報 

⇒意向表明書受領の翌日から５営業日以内に、当社取締役会が大規模買付者に対して交付する必要情報

リストに基づいて提出を求める情報（必要情報リストに基づいて提出を求める情報は、当社株主の判

断及び当社取締役会としての意見形成のために必要な情報に限定されるものとする。） 

（注1）「特定株主グループ」とは、①当社の株券等（金融商品取引法（昭和23年４月13日法律25号。そ

の後の改正を含む。以下同じ。）第27条の23第１項に規定する株券等をいう。）の保有者（同法

第27条の23第１項に規定する保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者及び当社取

締役会がこれに該当すると認めた者を含む。）及びその共同保有者（同法第27条の23第５項に規

定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされる者及び当社取締役会がこ

れに該当すると認めた者を含む。）、又は②当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株

券等をいう。）の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所金融商品

市場において行われるものを含む。）を行う者及びその特別関係者（同法第27条の２第７項に規

定する特別関係者及び当社取締役会がこれに該当すると認めた者をいう。）を意味し、以下同じ

とする。 

（注2）「議決権割合」とは、①特定株主グループが、前記（注1）の①の記載に該当する場合は、当社

の株券等の保有者の株券等保有割合（金融商品取引法第27条の23第４項に規定する株券等保有割

合をいう。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等の数（同項に規定する保

有株券等の数をいう。）も計算上考慮されるものとする。）をいい、②特定株主グループが、前

記（注1）の②の記載に該当する場合は、当社の株券等の買付け等を行う者及びその特別関係者

の株券等所有割合（同法第27条の２第８項に規定する株券等所有割合をいう。）の合計をいい、

以下同じとする。 

（注3）「株券等」とは、金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等又は同法第27条の２第１項

に規定する株券等のいずれかに該当するものを意味し、以下同じとする。 
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イ 必要情報の十分性についての判断 

  大規模買付者から情報が提出された場合、当社取締役会は、弁護士、公認会計士及び投資銀行等の公正

な外部専門家（以下「外部専門家」という。）の意見、助言等も参考にして、大規模買付者から提出され

た情報が当社株主の判断及び当社取締役会としての意見形成のために必要情報として十分であるか否かに

ついての検討を行い、必要情報として十分ではないと判断した場合には、大規模買付者に対して、改めて

必要な情報を提出するよう求めるものとし、当社株主の判断及び当社取締役会としての意見形成のために

必要情報として十分な情報が提出された日を検討期間（後記(2)アにおいて定義する。以下、同じ。）の開

始日（以下「検討期間開始日」という。）として、買付提案についての検討を開始する。なお、検討期間

開始日は、必要情報リストに基づいて大規模買付者から最初の情報提供があった日（以下、「初回情報提

供日」という。）から最大30営業日以内とし、必要情報として十分な情報が揃わない場合であっても初回

情報提供日から30営業日が経過したときは、直ちに検討期間を開始するものとする。また、初回情報提供

日から30営業日が経過する前であっても、必要情報として十分な情報が提出された場合には、直ちに検討

期間を開始するものとする。 

(2) 大規模買付ルール<2> 

ア 当社取締役会による検討期間 

  当社取締役会は、大規模買付者による必要情報の提出が十分に行われた日を検討期間開始日として、検

討期間開始日から最大30営業日以内の間、外部専門家の意見も参考にして、買付提案を評価検討し、対抗

措置発動の必要性・相当性の有無について決議を行い、当該決議の結果を公表する。 

イ 買付提案が変更された場合 

  大規模買付者が、検討期間開始日以降に、買付提案について変更を行う場合には、変更後の買付提案

（以下「変更買付提案」という。）に係る必要情報を当社取締役会に提供しなければならないものとし、

当社取締役会は必要情報として十分な情報の提出があった日を新たな検討期間開始日として検討を開始す

る。なお、変更買付提案に係る検討期間開始日は、大規模買付者から変更買付提案に係る最初の情報提供

があった日から最大30営業日以内とする。 

(3) 大規模買付者への対応 

ア 大規模買付ルールが遵守された場合 

■当社取締役会が対抗措置発動の必要性・相当性がないと判断した場合 

⇒大規模買付者は、当社取締役会の決議の結果が公表された日の翌日から大規模買付行為を開始するこ

とができる。 

■当社取締役会が対抗措置発動の必要性・相当性があると判断した場合 

⇒大規模買付者に対する対抗措置を発動するか否かの判断を株主が行うために、原則として検討期間終

了後60営業日以内に株主意思確認株主総会を開催する。 

⇒株主意思確認株主総会において、新株予約権の無償割当てに関する事項に係る議案が可決された場合

には本プランに基づく対抗措置を発動し、否決された場合には本プランに基づく対抗措置を発動しな

いものとする。 

イ 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合 

⇒大規模買付ルールに明白に違反していることが明らかとなった時点で対抗措置を発動する。 

ウ 対抗措置の内容 

一定の者の行使を制限する行使条件、取得条項等が付された新株予約権の無償割当てを行う。 

４．株主及び投資家に与える影響等 

(1) 本プランの導入時において株主及び投資家に与える影響 

導入時点では株主及び投資家の権利関係への影響はありません。 

 (a) すべての大規模買付者は、検討期間開始日から30営業日を上限とする当社取締役会による買付提案の評

価検討が終了するまでは、大規模買付行為を開始してはならないこと 

 (b) 検討期間開始日から30営業日を上限とする当社取締役会による評価検討の結果、当社取締役会が、対抗

措置発動の必要性・相当性があり、対抗措置の発動を株主が判断する必要があると判断し、その旨を決

議し、公表した場合（以下、公表を行った日を「検討期間終了日」という。）、当該買付提案を行った

大規模買付者については、新株予約権の無償割当てに関する事項の決定に係る議案を付議するために検

討期間終了日から60営業日以内に開催される当社株主総会（以下「株主意思確認株主総会」という。な

お、事務手続上の理由から、検討期間終了日から60営業日以内に株主意思確認株主総会を開催できない

場合は、遅滞なく準備を進め、事務手続上可能かつ合理的な最も早い営業日において開催するものとす

る。）が終了するまでは、大規模買付行為を開始してはならないこと 
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(2) 株主意思確認株主総会を開催する場合において株主及び投資家に与える影響 

  株主意思確認株主総会で議決権を行使できる株主を確定するために一定の日を基準日として公告するので、基

準日の最終の株主名簿に株主として記録される必要があります。 

(3) 対抗措置の発動時において株主及び投資家に与える影響 

  割当基準日の最終の株主名簿に記録された株主の所有株式数に応じて本新株予約権が割り当てられるため、割

当てを受けた株主が、所定の行使期間内に、権利行使を行わなかった場合、他の株主による本新株予約権の行使

により議決権比率及び経済的価値が低下します（ただし、取得条項に基づく取得の結果として当社普通株式が交

付される場合、議決権比率の低下は生じない。）。もっとも、大規模買付者が大規模買付行為を撤回した等の事

情により、本新株予約権の行使期間開始日前日までに、当社が本新株予約権の無償取得を行う場合には、当社株

式の価格が少なからず変動することがあります。 

(4) 対抗措置の発動時において株主に必要となる手続 

  株主の申込み手続は不要であり、割当基準日における最終の株主名簿に記録された株主は、本新株予約権無償

割当ての効力発生日において、当然に新株予約権者となるため、割当基準日における株主名簿に株主として記録

されている必要があります。  

(5) 当社による本新株予約権の取得に伴って必要となる手続 

  当社が、当社取締役会が定める一定の日において、本新株予約権を取得する際には、株主に、自身が大規模買

付者に該当しないことを証する書面等の提出を求める場合があります。 

５．本プランの合理性 

(1) 買収防衛策に関する指針等の要件を充足していること 

  経済産業省及び法務省が平成17年５月27日付けで公表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のため

の買収防衛策に関する指針」に定められた三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・

株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を完全に充足しており、企業価値研究会が平成20年６月30日付け

で公表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の内容も踏まえたものとなっております。ま

た、会社法及び金融商品取引法等の各種法令、その他金融商品取引所が定める規則に合致しております。  

(2) 株主共同の利益の確保・向上を目的として導入するものであること 

  本プランは、当社グループの株主共同の利益を確保し、又は向上させることを目的として導入するものであ

り、株主が必要十分な情報及び一定の検討期間に基づいて、買付提案に応じるか否か、あるいは、対抗措置の発

動に賛成するか否かをご判断できる仕組となっています。  

(3) 株主の意思を反映するものであること 

  本プランは、平成19年６月28日開催の当社第96回定時株主総会において、新株予約権の無償割当ての決定機関

に関する定款変更案及び新株予約権の無償割当てに関する事項の決定を当社取締役会に委任する旨の議案が承認

されたことをもって導入されており、その導入に株主の意思が反映されています。また、平成22年６月29日開催

の当社第99回定時株主総会において、新株予約権の無償割当てに関する事項の決定を当社取締役会に委任する旨

の議案が承認されており、その継続にも株主の意思が反映されております。また、実際に大規模買付者が登場し

た際に、大規模買付者に対して対抗措置を発動する場合には、株主意思確認株主総会において、その是非を株主

が判断することとしており、株主の意思が十分に反映できる内容となっております。 

(4) デットハンド型やスロー・ハンド型ではないこと 

  本プランは、取締役会の構成員の過半数が交代した場合には、廃止することができるものであり、いわゆるデ

ットハンド型の買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）

ではありません。また、当社の取締役の任期は１年となっており、いわゆるスロー・ハンド型（取締役の構成員

の交代を一度に行うことができないため、その発動を阻止しにくい買収防衛策）の買収防衛策ではありません。

以  上

(3）研究開発活動 

  当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費は701百万円（セグメント間の取引消去後）で

あります。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

①【発行済株式】 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  870,000,000

計  870,000,000

種類 
第１四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年８月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  217,699,743  217,699,743
東京、大阪の各証券取引

所の市場第一部 

単元株式数 

1,000株 

計  217,699,743  217,699,743 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総 
数増減数（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年４月１日～

平成23年６月30日 
 －  217,699,743 －  13,226  －  3,158

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式     

（相互保有株式） 

普通株式       

9,782,000

724,000

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   205,764,000  205,764 － 

単元未満株式 普通株式     1,429,743 － － 

発行済株式総数  217,699,743 － － 

総株主の議決権 －  205,764 － 
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②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

  平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

宝ホールディングス㈱ 
京都市下京区四条通烏

丸東入長刀鉾町20番地 
 9,782,000  －  9,782,000  4.49

日新酒類㈱ 
徳島県板野郡上板町上

六條283番地 
 654,000  －  654,000  0.30

日本合成アルコール㈱ 
川崎市川崎区浮島町10

番８号 
 70,000  －  70,000  0.03

計 －  10,506,000  －  10,506,000  4.83

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成23年４月１日から

平成23年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 32,782 29,398

受取手形及び売掛金 45,102 49,093

有価証券 12,665 11,175

商品及び製品 20,552 21,905

仕掛品 964 833

原材料及び貯蔵品 2,782 2,552

その他 4,940 6,066

貸倒引当金 △81 △85

流動資産合計 119,707 120,938

固定資産   

有形固定資産 41,645 41,245

無形固定資産   

のれん 4,017 4,200

その他 2,010 1,954

無形固定資産合計 6,028 6,154

投資その他の資産   

投資有価証券 18,527 17,876

その他 6,786 6,699

貸倒引当金 △246 △250

投資その他の資産合計 25,067 24,325

固定資産合計 72,741 71,725

資産合計 192,448 192,664

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 13,489 14,780

短期借入金 5,182 5,097

未払酒税 8,065 7,128

未払費用 3,592 3,054

未払法人税等 1,785 936

賞与引当金 2,012 3,110

その他の引当金 1,781 2,116

その他 5,541 6,214

流動負債合計 41,453 42,438

固定負債   

社債 25,000 25,000

長期借入金 561 556

退職給付引当金 9,644 9,603

長期預り金 6,119 6,061

その他 2,774 2,795

固定負債合計 44,100 44,017

負債合計 85,553 86,455
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,226 13,226

資本剰余金 3,197 3,197

利益剰余金 85,784 84,516

自己株式 △5,852 △5,854

株主資本合計 96,356 95,086

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,754 2,361

繰延ヘッジ損益 △32 △30

為替換算調整勘定 △4,770 △4,022

その他の包括利益累計額合計 △2,048 △1,691

少数株主持分 12,587 12,814

純資産合計 106,895 106,208

負債純資産合計 192,448 192,664
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高 44,554 48,866

売上原価 27,234 30,007

売上総利益 17,319 18,859

販売費及び一般管理費 16,207 17,194

営業利益 1,111 1,664

営業外収益   

受取配当金 193 199

その他 138 193

営業外収益合計 331 392

営業外費用   

支払利息 148 126

社債発行費 76 －

その他 51 42

営業外費用合計 276 168

経常利益 1,167 1,887

特別利益   

固定資産売却益 10 7

投資有価証券売却益 412 －

その他 3 －

特別利益合計 427 7

特別損失   

災害による損失 － 701

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 424 －

その他 51 108

特別損失合計 476 809

税金等調整前四半期純利益 1,118 1,085

法人税、住民税及び事業税 1,081 890

法人税等調整額 △252 △334

法人税等合計 829 555

少数株主損益調整前四半期純利益 289 529

少数株主利益又は少数株主損失（△） △67 30

四半期純利益 357 499

- 13 -



【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 289 529

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,730 △381

繰延ヘッジ損益 △32 2

為替換算調整勘定 △15 904

持分法適用会社に対する持分相当額 △2 △5

その他の包括利益合計 △1,781 519

四半期包括利益 △1,491 1,049

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,422 855

少数株主に係る四半期包括利益 △69 193
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記載すべき重要な変更はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期連結累計期間に係る

四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費

（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおりであります。 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

 配当金支払額 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

 配当金支払額 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

減価償却費 百万円1,081

のれんの償却額  31

減価償却費 百万円1,061

のれんの償却額  69

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  1,789  8.5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  1,767  8.5 平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機能会社グループを

含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額505百万円には、セグメント間取引消去81百万円、事業セグメン

トに配分していない損益424百万円（主として持株会社である当社の損益）が含まれております。 

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の四半期純利益と調整を行っております。 

    

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

該当事項はありません。 

  

（のれんの金額の重要な変動） 

 「宝酒造グループ」セグメントにおいて、新たに連結子会社としたFOODEX S.A.S.の株式取得に伴

い、のれんが2,945百万円増加しております。  

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機能会社グループを

含んでおります。 

２．セグメント利益の調整額245百万円には、セグメント間取引消去33百万円、事業セグメントに配分

していない当社の損益212百万円が含まれております。 

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 

その他 
（注）１

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

宝酒造 
グループ 

タカラバ
イオグル
ープ 

宝ヘルス
ケア 

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  39,461  3,640  692  43,794  672  44,467  87  44,554

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 266  132  0  399  1,208  1,608  △1,608  －

計  39,728  3,772  693  44,194  1,881  46,075  △1,521  44,554

セグメント利益又は損

失（△） 
 166  △234  △72  △141  △7  △148  505  357

  

報告セグメント 

その他 
（注）１

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）３ 

宝酒造 
グループ 

タカラバ
イオグル
ープ 

宝ヘルス
ケア 

計 

売上高                 

外部顧客への売上高  43,864  3,728  614  48,207  574  48,781  84  48,866

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 253  95  1  349  1,259  1,608  △1,608  －

計  44,118  3,823  615  48,556  1,833  50,390  △1,524  48,866

セグメント利益又は損

失（△） 
 1,496  △48  △43  1,405  13  1,418  245  1,664
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２．報告セグメントの変更等に関する事項 

  通期の業績管理を営業利益ベースで行っていること、また、2011年４月に公表した「TaKaRaグルー

プ中期経営計画2013」において、目標とする利益指標を「連結営業利益」としたことから、セグメン

ト利益を営業利益ベースとする方が投資家等により有用な情報を提供できると判断し、前連結会計年

度末より営業利益をセグメント利益としております。この変更により、前第１四半期連結累計期間の

セグメント利益を営業利益ベースで作成し直した数値は以下のとおりであります。 

前第１四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、機能会社グループ

を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失の調整額237百万円には、セグメント間取引消去73百万円、のれんの償

却額△19百万円、事業セグメントに配分していない当社の損益183百万円が含まれております。 

    

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。  

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

  

報告セグメント 
その他 

（注）１
合計 

調整額 
（注）２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 
宝酒造 
グループ 

タカラバ
イオグル
ープ 

宝ヘルス
ケア 

計 

セグメント利益又は損

失（△） 
 974  △32  △72  869  4  874  237  1,111

（１株当たり情報）

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年６月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 1 71 円 銭 2 40

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  357  499

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  357  499

普通株式の期中平均株式数（千株）  208,948  207,627

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  － 円 銭 2 40

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  △0

（うち連結子会社の発行する潜在株式による調

整額（百万円）） 
 (－)  (△0)

普通株式増加数（千株）  －  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

      平成23年８月５日

宝ホールディングス株式会社       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 髙橋 一浩    印 

  
指定有限責任社員

業務執行社員 
  公認会計士 黒澤 謙太郎   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている宝ホールディン

グス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年４月１

日から平成23年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につい

て四半期レビューを行った。 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任  

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビューの手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論  

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、宝ホールディングス株式会社及び連結子会社の平成23年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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